































































25年 4 月頃、身体障害者 4級の認定を受け、平成27年 6 月24日、高砂市から、介護保険の要介護
認定において、要介護 4の認定を受け、同年 7月13日には、頸椎症性脊髄症、頸椎椎間板ヘルニ
ア、膀胱直腸障害（脊髄疾患）及び四肢不全麻痺との診断を受けた。











































































































































































































































































C. Ikeno CHUKYO LAWYER
2 　判例規範


































































































































































































































































































（ 4） 最高裁判所民事判例集49巻 9 号2972頁。
（ 5） 神作裕之「名板貸責任の要件」法学教室216号18頁。
（ 6） 北村雅史「ホテル内に出店するマッサージ店の施術の過誤に関する会社法 9条の類推適用に基づ
くホテル運営会社の責任」法学教室445号149頁、弥永真生「ホテル内出店マッサージ店の過誤と会
社法 9条の類推適用」ジュリスト1508号 2 頁。
（ 7） 河邊義典「スーパーマーケットに出店しているテナントと買物客との取引に関して商法二三条の
類推適用によりスーパーマーケットの経営会社が名板貸人と同様の責任を負うとされた事例」法曹















（11） もっとも、商法14条は、会社以外の商人に適用されるものであるから（商法11条 1 項かっこ書）、
テナント契約というものの実態を考えれば、会社法 9条の類推適用に限定されることになろう。
（12） 最判平成16年 2 月20日最高裁判所民事判例集58巻 2 号367頁。拙稿・「企業外観法理と商法26条」
中京法学37巻 3 ・ 4 合併号51頁。
（13） 本稿は、中京大学法務研究所共同研究プロジェクト「会社法判例研究」によるものである。
